
都道府県名 山形県 市区町村名

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,783 76,469,000 ○ 1,778 76,299,000 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,113 54,251,000 ○ 1,109 54,085,000 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,408 114,567,300 ○ 2,397 114,155,000 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

254 14,849,700 ○ 245 14,411,400 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

158 6,649,000 ○ 145 6,314,000 ○

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

118 5,633,800 ○ 112 4,041,800 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

74 2,834,050 ○ 68 1,799,050 ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

69 1,948,500 ○ 64 1,888,500 ○

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

55 3,044,000 ○ 55 3,044,000 ○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
②

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

県人会の会議・同窓会等の機会を活用してチラシ配布するとともに、
ポータルサイト、県ホームページ、SNSへの記事掲載、新聞広告への掲載等を行っている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

H26に寄附額が大きく増加したことについて考えられる理由
世間のふるさと納税への関心の高まりと、大手ポータルサイトふるさとチョイスに有料広告を掲載したこと。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 一般財源に繰り入れる為、個別事業には振り分けていない。 未定

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

特例控除の上限額の引上げ・・・ふるさと納税へのインセンティブとなり大変良い。
ワンストップ特例制度の創設・・・紙ベースでのやり取りのため、自治体の負担が非常に大きい。マイナンバー制度を
利用するなどして寄付者・自治体ともに負担の軽い制度に改善していただきたい。又、寄付者から手続きに関する
問い合わせが多く担当者の負担が大きいので、周知（申請書の書き方、５団体を超えると全ての団体分確定申告が
必要といった留意点等）に力を入れてほしい。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

県ホームページにて公開。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税は、全国に対して山形の魅力を発信するとともに、県産品の販路拡大、交流入り口の拡大等に資する
ものである。今後もふるさと納税を通じて、山形県を知ってもらい、訪れてもらえるよう新たな寄付者の獲得に向けて
取り組んでいく。

（回答不可）

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

周知方法について、H27.４以降返礼品の金額表示を取りやめた。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

送付している・・・山形県の魅力を全国に発信する効果的な場と考えているため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

山形県の魅力を全国に向けて発信するべく、県産品を送っている。例：紅花染め眼鏡拭き、さくらんぼ・ラフランス・
米などの農作物、海産物、米沢牛など。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 山形市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績 ※9月18日入金分まで確認

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

892 25,475,500 ○ 885 25,125,500 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

598 6,339,613 ○ 589 6,184,000 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,026 12,102,613 ○ 1,012 11,857,000 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

19 1,810,744 ○ 17 1,798,744 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 1,480,000 ○ 10 1,480,000 ○

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 370,000 ○ 7 270,000 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 150,000 ○ 8 150,000 ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 877,000 ○ － － －

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

29 1,280,000 ○ 29 1,280,000 ○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

市内外で開催されるイベントで、周知のためカタログの配布などＰＲ活動を行っている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度よりお礼の品に加え特産品の進呈を開始したため、件数が増加したと考えられる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

※一般会計に取り込まれており、事業を特定することができないため回答不可。 （単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

税制改正により、ふるさと納税寄付者増加の効果は高かったと感じている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市ホームページに掲載。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税者への進呈品として地域の特産品を自治体で購入し進呈することで、地域の産業振興につながって
おり経済波及効果をもたらしている。また、ふるさと納税をきっかけとして、特産品の魅力をＰＲすることにより市の魅
力発信に繋がれば、観光客誘致などの効果も期待できる。各地域が特徴を生かし地方への流れを作る有効な制度
であると考える。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

２８年度に向け、進呈品を見直し、寄付金額に対する進呈品の金額の割合を高めるなど、より拡充する予定である。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

ワンストップ特例制度について、各自治体において納税者の控除に必要な情報をやり取りすることになるが、そのや
り取りの仕方がどのように行われることになるのか、初めての事務に対する不安がある。

山形市の認知度向上、特産品のPR及び地場産業振興の広告手段として活用し、より多くの方々に寄附をしていた
だけるよう進呈品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

市内で、生産、製造、加工、販売のいずれかが行われているものであり、山形らしさを実感することができる商品又
はサービス。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 米沢市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16,053 855,938,418 ○ 16,051 855,923,418 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

53 266,000 48 1,621,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3,984 44,720,200 ○ 3,975 43,575,200 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

77 6,710,000 64 5,208,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

49 3,160,000 36 1,565,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

55 5,288,000 41 1,968,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

45 1,727,500 31 1,336,500

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

70 2,872,200 29 1,330,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

30 3,495,000 29 1,495,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成２７年１月1日からふるさと納税のお礼品の拡充や、寄附回数制限の撤廃など運用の見直しを図ったため、寄
附件数及び金額が増加したものと思われる

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

寄附金の使い道を明示している。また、本市出身者にパンフレット等の配布を行い重点的にPRしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
東日本大震災避難
児童支援事業費

7,802 1,098
新文化複合施設整
備事業費

2,568 2,568

２
小学校教育振興事
業費

24,108 1,000
小学校教育振興事
業費

15,365 1,645

３ 観光局誘致事業費 42,500 967 観光客誘致事業費 41,500 1,453

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
ふるさと納税を通じて雇用創出への波及効果を期待

・経済面以外での効果
人的交流の増加やふるさと納税に関する取組により政策立案手続への住民や職員の意識の高まりを期待

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

税制改正により、寄附者への利便性が高まったため、ふるさと納税活用者の増加につながったと感じている。ワンス
トップ特例制度については、新制度ということもあり、認識があまりないことから、チラシを作成のうえ、寄附者に配布
するなど制度周知を図っている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市広報や、ホームページ等を活用して公表を行っている。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税は、地域活性化を図っていくうえで非常に有効な制度ととらえている。市及び特産品のPRにとどまら
ず、宿泊券等を活用した交流人口の増加によるファンづくりやリピーター確保、更にはアプローチの仕方によっては
移住促進も期待できる。経済のほか、地域が元気になる仕組みづくりを目指したいと考えている。



【以上】

本市では、平成２７年１月より返礼品の拡充を行っているが、４月に総務大臣通知を受け、見直しを行った。新たな
返礼品についても８の質問でも回答しているとおり、米沢で生産された品や事業所を念頭に総務大臣通知と照らし
合わせながら選定している。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

ワンストップ特例制度が４月から始まったが、国でマニュアルのような統一基準がなく自治体間で対応にばらつきが
生じ、寄附者の方から苦情もあった。ワンストップ制度のような国全体で行うような制度の場合、手続きマニュアルの
ようなものを示してほしい。

返礼品を送付。理由は、返礼品を通じて、本市特産品の認知度の向上や、本市に関心を寄せていただけるきっか
けづくりとなり、地域活性化への波及効果が期待できるため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

本市の経済や地域の活性化を目的にふるさと納税を活用しており、本市の返礼品は米沢で生産された品や事業所
を選定している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 鶴岡市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10,774 142,325,010 10,774 142,325,010

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18 1,630,000 18 1,630,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

40 4,120,000 39 3,120,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 2,130,000 16 2,130,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

15 1,890,000 14 1,790,000

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18 1,250,000 18 1,250,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 1,005,000 14 1,005,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 1,020,000 11 820,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 632,000 12 632,000

○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

本市出身者で構成する会合でPRしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別すること
ができない

③②①

平成27年度から寄附者に返礼制度を導入したことにより、大幅な寄附増につながった。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

　特例控除の上限引き上げは、寄附促進を刺激することになり寄附金が増額すると考える。ワンストップ特例制度
は、自治体の事務の増加につながっている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市のホームページで寄附件数、寄附金額を公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

　納税者の税金の一部が任意の自治体に寄附されることにより、受け入れた自治体の財源の一部になるので、寄
附者の意向も踏まえながら地域社会や福祉増進に役立つ事業が実施できる制度だと考えている。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

(回答）※26年度は寄附金が少額なので特定事業に充当していない。今年度分につ
いては、決算時に充当内容を明確にしてお知らせするので、現時点ではどの事業に
充当しているか特定できない状況です。



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

通達を踏まえて、他自治体の返礼品の内容を参考に寄附金額の3～5割を目安に返礼品を決定している。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

　寄附者にアンケートをしたところ、寄附理由が欲しい商品があったからというのが全体の7割を占めている。寄附と
いうより通販感覚でふるさと納税をしているように感じる。本来のふるさと納税制度の当初の目的からはずれている
のではないか。

今年度から寄附者に対して本市の魅力や情報を発信し、物産、観光振興等の一助とするため返礼制度を導入し
た。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

本市内の事業者の売り上げ増につながることを目的に本市産の農産物を中心とした地場産品

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 酒田市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11,567 120,848,792 11,565 120,788,792

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5,603 59,755,500 5,603 59,755,500

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13,244 138,220,413 13,244 138,220,413

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

41 5,100,000 40 5,080,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

31 4,825,000 31 4,825,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

33 5,475,000 33 5,475,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

40 5,501,000 39 5,401,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

35 3,390,000 33 3,287,500

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 1,400,000 13 1,300,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

市HP、民間業者（株式会社トラストバンク）の利用、東京や仙台などのふるさと会でのPR活動、山形県庄内地方で
開催されたイベントや、都内で行われたふるさと納税イベントへの参加。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年にお礼の品物を送る対象を10万円から1万円に引き下げた、クレジットカードの利用を開始した、マスコミなどのPR普
及、平成27年度税制改正による特例控除の上限額引上げなどにより、本市ではふるさと納税が増加していると思われる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

特別控除引き上げにより納税額の増加、利用者の増加が見受けられる。ワンストップ特例制度については、自治体
間の通知などの業務が軽減されるよう、対応策を講じてほしい。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

団体HP内にふるさと納税のページを作成している。また、正月など時期を見ながら市広報のPRを行っている。実績
額等については過去に公表したことはあるが、毎年の公表は載せていない。今後、実績額等をHP等で公表する予
定。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税制度の普及により、本市への貴重な財源として位置されている。また、返礼品を送ることで地元商工業
者の収入増につながるものと思われる。さらに、いままで本市に縁がなかった方々へのPR活動にもつながってい
る。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

基金としての積立を行っており、現時点では具体的な事業への充当はお



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

変更なし。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品あり。納税を行ってくれた方々に御礼の品物を送るものであり、また本市のPRを兼ねながら継続的な納税を
行ってくれるよう返礼品を送っている。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

農水産物（米、肉、魚介、酒、加工品）、民芸品、人間ドック受診など。本市の資源をPRできる多種多様な品物を取
り扱っている。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 新庄市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4,248 45,951,000 ○ - -

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

980 12,322,705 ○ - -

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,857 25,480,805 ○ - -

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,150 11,989,050 ○ - -

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

386 4,709,010 ○ - -

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

134 3,050,000 ○ - -

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

120 3,331,000 ○ - -

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

58 1,808,000 ○ - -

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18 859,000 ○ - -

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税自体が世間に浸透していったことと、新庄市のお礼品を拡充したことが理由として考えられる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

新庄市のふるさと応援隊に加入している方に、情報発信を行っている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
雪総合対策事
業

89,606 1,000
保育所運営事
業

 5,000

２
市制施行６５周
年記念市民提
案事業

1,871 922 児童行政事業  4,000

３
新庄市芸術祭
第５０回記念事
業

500 500
市民活動交流
ひろば事業

600

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
　　お礼品の発注により、地元企業が活性化した。

・経済面以外での効果
　　65周年記念事業により、人的交流が増加した。市町村で作成している広報誌(ふるさと応援隊情報誌）を定期的に送付する送付先が増加した。ふるさと納
税に関する取組により政策立案手続への住民や職員の意識の高まりがあった。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

特例控除の上限額の引上げにより寄附件数・寄附金額ともに大幅増加している。新庄市としてはこの効果に大いに
喜んでいる。広報は、全国誌にのせるなどしてPRを強化している。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

新庄市の市報にて掲載している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税を通して、新庄市の特産品・特徴を全国にPRしていき、地元が活性化するよう取り組んでいきたい。



【以上】

通知等を直接加味しての見直し等は行っていないが、新庄市の魅力をよりPRするためにはどうしたら良いかという
観点では、今後も内容の追加・改善は行っていく。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

特になし

返礼品を送付している。特産品をとおして新庄市をPRするため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

地元産の食品が多い。（はえぬき、山形牛etc…）

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 寒河江市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13,212 272,076,710 13,205 271,936,710

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

29 5,956,000 28 956,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

941 23,127,931 940 18,127,931

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 2,373,500 14 973,500

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 4,182,678 6 1,160,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 1,610,000 6 610,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 2,833,000 7 1,333,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 3,654,000 6 342,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 17,610,000 8 10,360,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ｂ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

地域福祉の充実に関する事業さくらんぼのまちづくりに関する事業
次世代を担う子供たちの育成に関
する事業

③②①

返礼品の種類の充実やインターネットや郵送、電子申請など様々の方法で申込みできること。寄附者が寄附しやすい環境を整えることを目
的としている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

寄附者が返礼品を選ぶことができるようにした26年10月以降は件数、金額ともに大幅に増加している。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
次世代を担う子
供たちの育成に
関する事業

1,145 1,145
次世代を担う子供
たちの育成に関
する事業

4,815 4,815

２
さくらんぼのまち
づくりに関する事
業

510 510
さくらんぼのまち
づくりに関する事
業

2,005 2,005

３
地域福祉の充実
に関する事業

2,576 2,576
地域福祉の充実
に関する事業

1,645 1,645

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ワンストップ特例制度について手続きが煩雑である。申請書の提出を省略することや寄附申込については最初から
全てワンストップを適用させるべき。ワンストップに係る寄附者とのやりとりのための郵送代等の負担も大きい。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

実績額や事業内容等の公表はしていないが、今後行う予定。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税がきっかけとなって当市を知った方も多い。そういった方々へ地元の魅力を発信するツールとしてふるさと納税制
度は大変有効であると考える。また、各事業の展開及び返礼品の調達において仮にふるさと納税の制度がなくなった場合、地
元経済に多大な悪影響が出ると推測される。

ふるさと納税の寄附金を貴重な財源として各種事業を行っている。次世代を担う子供たちの育成に関する事業では
家庭・児童生徒の諸問題の相談・指導に当たる家庭相談員を配置するなど、児童福祉の向上に取り組んだ。また、
さくらんぼのまちづくりに関する事業では、結実確保を図るポリネーションの設置支援や受粉樹の導入支援、雨よけ
ハウスの導入・改修等への支援を行った。地域福祉の充実に関する事業では、障害児者が地域の中で安心して暮
らせるようにするため、訪問・日中活動・住居等の福祉サービスの実施や、高齢者福祉を推進するため老人福祉施
設への整備補助事業などを行った。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

通知に沿った返礼品の取扱いを行っている。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品を送付している。地元の特産品を知ってもらうことで地域の魅力を発信することができ、特産品の発送に伴い
地域も潤うため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

果物や米、肉、野菜、酒、服飾小物、温泉宿泊券など。特産品として相応しいものかも考慮して選んでいる。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 上山市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

24,178 280,443,200 ○ 24,176 280,423,200 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

27 6,076,000 ○ 27 6,076,000 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

46 7,807,000 ○ 44 6,797,000 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

32 6,603,900 ○ 32 6,603,900 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

30 6,758,000 ○ 29 6,708,000 ○

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

30 1,768,000 ○ 27 968,000 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

35 6,188,500 ○ 34 6,138,500 ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

24 6,675,000 ○ 21 6,600,000 ○

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

25 970,000 ○ 23 860,000 ○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

市のＰＲや、特産品の販路拡大を目的に、ポータルサイトなどでのＰＲに力を入れている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度までは、本市出身者の寄附がほとんどで、寄附件数や寄附金額に大きな変化は見られなかったが、平成27年度より返礼品の送付
や、クレジットカードでの決済を開始し、大きく寄附が増加した。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

改正の結果、より多くの方々がふるさと納税に関心を持つようになった。
ワンストップ特例制度については、条件や申請方法などの十分な周知が必要と考えている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

詳細については公表していない。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

特産品の販路拡大により、市内業者を活性化させるほか、体験型の返礼品で直接来市していただき、
市全体を盛り上げるきっかけになればと考えている。

未定

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

特になし

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

特になし

市のＰＲ、特産品の販路拡大等を目的に、返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

果物などの農産物を中心に用意しているが、今年度からということもあり、随時返礼品を増やしている。
返礼品の選択については、「上山市を懐かしめるもの」として、条件に当てはまるものを返礼品としている。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 村山市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6,238 84,992,202 6,238 84,992,202

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

468 15,850,000 468 15,850,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,287 43,510,000 1,287 43,510,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

405 12,924,000 405 12,924,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

154 5,858,111 154 5,858,111

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果として、
ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を区
別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

27 2,060,000 26 2,010,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

25 1,081,000 23 1,030,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

17 1,009,958 13 602,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 1,365,000 8 1,323,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

マスコミで報道されたため、全国的に制度の認知度が高くなってきており、寄附件数は年々増加している。制度開
始時は、出身者による寄附のみであったが、近年は非出身者からの寄附の割合が高い。
また、大きな増加があった理由として、①クレジット決済の導入、②ふるさと納税専用サイトへの掲載、③返礼品のリ
ニューアル　などが考えられる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

出身者の集いでチラシを配布。ふるさと納税専用サイト（ふるさとチョイス）の活用。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 図書購入費 7,981 3,000 定住促進事業 20,000 12,003

２
子育て支援医
療扶助費

73,229 2,292
子育て支援手当
支給事業

4,907 4,800

３
公共施設等再
生可能エネル
ギー整備事業

33,987 1,427
障がい者自立支
援給付事業

361,715 4,510

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果

・経済面以外での効果
※　定住者の増加・きめ細かな住民サービスにつながることを期待している。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

寄附者にとっては非常に便利な制度であり、寄附件数は増えている。ただし、自治体側にとっては寄附件数の増加
に伴い、事務が煩雑になってきている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市のHPに掲載している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさとに対する寄付という考えをもっている方はほとんどおらず、ネットショッピング感覚で利用している方が大部
分であると感じられる。そういった方に、当市のことや特産品を知ってもらい、来訪につながるような取組みを考えて
いく必要がある。
また、この制度がいつまで続くか分からないので、現在特産品を提供している事業所や生産者には、ふるさと納税
に頼りきった状態にならず、自発的なPRや顧客獲得に向けた行動を期待したい。



【以上】

特段行っていない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

本市の知名度アップ、特産品を活用した地場産業の振興につなげるため、返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

当市では農業が基幹産業であるため、農産物（米、果樹、牛肉など）を中心とした返礼品を用意している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 長井市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10,551 143,835,117 ○ 10,551 143,835,117 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4,636 52,687,600 ○ 4,636 52,687,600 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14,874 163,180,205 ○ 14,869 163,130,205 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

21 2,900,000 20 1,900,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 1,050,000 12 1,050,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 2,275,000 16 2,275,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 540,000 10 540,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 737,000 16 737,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 875,000 9 675,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業を
具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してくだ
さい。

個人・法人を区別することが
できない

平成２６年度に返礼品の数を大幅に増やす等のリニューアルを行ったため、寄附件数が大きく増えた。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくださ
い。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

・市内出身者にふるさと納税を広く呼びかけるため、関東に開催される出身者の集いにチラシ・申込書を配布してい
る。
・当市の大きな魅力の一つである豊富な特産品を全国にＰＲするため、寄附の記念品である特産品の拡充に力を入
れている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
子育て支援医
療給付事業

86,715 1,023
子育て支援医
療給付事業

100,343 53,704

２
花観光推進事
業

3,546 351
市営バス運行事
業

28,914 14,000

３
長井の心推進
事業

540 273
公園維持管理
事業

37,911 12,756

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
※　寄附の記念品に当市の特産品（米沢牛、長井産米、長井産日本酒、果物類等）を贈呈することによって、市の産業に大きな経済効果をもたらしている。平
成26年度に特産品の購入に充てた市の予算は61,462千円となっており、それだけ市内企業の売り上げ増につながったと言える。また、ふるさと納税業務の増
加により、市では臨時職員を1名、特産品提携企業では3名ほど新規雇用をしており、少数でありながら雇用創出効果があった。
・経済面以外での効果
※　「長井市が米沢牛の産地であることを知らなかった。米沢牛が大変おいしかったので今度訪れてみたい。」「長井市がどこのどんな市町村か知らなかったけ
ど、ふるさと納税のおかげで遠い山形の長井市と繋がれたことをとてもうれしく思う。」というようなうれしいお声を寄附者の方からたくさんいただいている。実際来
訪者がどれくらい増えたか検証することが難しいが、このように「長井市」の名前を知ってもらえただけでも大きな成果だと考える。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふるさ
と納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

特例控除の上限額の引き上げやワンストップ特例制度の創設は寄附者の視点に立った、寄附者の利便性向上に
大きく貢献していると考える。その結果、寄附金の増加にもつながっているので、地方自治体職員としても今回の税
制改正を評価したい。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ以
外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市ＨＰ及び広報誌にて公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

平成20年度～25年度は、ふるさと寄附金に関する条例を制定したものの、積極的にふるさと納税制度を活用してき
たと言えない。26年度から寄附の御礼の記念品を拡充したところ、寄附件数・金額ともに飛躍的に伸びており、市の
財源確保にもつながっている。地場産業振興への波及効果も大いにあるため、今後も返礼品の新規開発に力を入
れていきたい。また、ふるさと納税制度は、地域課題を解決するための有効的な手段であるため、今後は「使い道で
自治体を選ぶ」寄附者の方を対象にした「クラウドファンディング」による取組も試みたい。



【以上】

見直しは行っていません。返礼品の贈呈は確かに地域産業振興につながっており、実際にこれを機に長井を知っ
たという寄附者の声もある。返礼品によるＰＲ効果は大きいと考えるため、シティプロモーション事業と連携しながら今
後も新しい「長井らしい」返礼品を開発していきたい。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

確かに一部の地方自治体では返礼品の過熱化が問題となり、ふるさと納税本来の趣旨から大きく逸脱していると言
わざるを得ない。総務省として、「技術的助言」だけではなく、何か「絶対的基準」を設けたほうがよいのではないで
しょうか。

地場産業の振興や長井市の知名度向上につながるという理由から、当市は返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

「長井らしいもの」を中心に返礼品を選んでいる。分野は肉（牛、馬）、果物（さくらんぼ、リンゴ等）、施設利用券、米、
酒、工芸品等と幅広く用意している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 天童市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

74,245 1,222,238,874 ○ 74,245 1,222,238,874 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

15,631 179,809,912 ○ 15,631 179,809,912 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

58,289 780,874,582 ○ 58,289 780,874,582 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 115,000 ○ 3 115,000 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 1,105,000 ○ 3 1,105,000 ○

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 250,000 ○ 7 250,000 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 267,000 ○ 6 267,000 ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 42,000 ○ 2 42,000 ○

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 510,000 ○ 14 510,000 ○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

寄附の使途を明らかにしている。連携協定大学でのＰＲを実施している。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成２６年度から寄附者に対する返礼品の贈呈を開始したため、大幅に増加した。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
児童・生徒医療
給付事業

292,722 48,731 公園管理事業 213,555 65,500

２
舞鶴山保全事
業

70,250 21,000
児童・生徒医療
給付事業

316,825 53,000

３
将棋駒イベント
開催事業

30,001 22,833
子育て未来館
運営事業

97,494 45,500

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

控除額の引き上げについては満足しているが、ワンストップ制度は煩雑で事務処理及び経費が嵩むため、いただ
いた寄附を十分活用できないと考えている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市報及び市ホームページで公表を行っている。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税制度は、地方の地場産業の振興及び都市と地方を繋ぐツールとして非常に有効である。制度を活用
し、観光振興や１次産業、伝統工芸の育成に努めていきたい。

・経済面での効果
　※将棋駒産業の産出額が1.5倍となった。将棋駒工芸人の後継者育成講座の受講数が5人から9人に増えた。

・経済面以外での効果
　※子育て支援に対する満足度がＨ22年の3.410ポイントから3.703ポイントへと0.293ポイント増加した。（平均は3.000ポイント）
　※市ホームページへのアクセス数が約2倍となった。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

還元率の表記の削除を行った。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

ワンストップ制度の簡略化。贈呈することができる特産品についての基準の整備（金額によらず、市場流通性が高
く、地域性の薄い品（日用品、家電等）の廃止等）

送付している）　本市の認知度の向上と地場産業の振興を図るため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

農産物、農産物加工品、伝統工芸である木工製品、温泉券等）　広く「ふるさと」という概念がイメージできるもの、本
市独特の地域性が発揮できるもの、本市に本社をおく事業所が提供するもの

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 東根市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7,435 258,955,630 7,435 258,955,630

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,497 25,531,560 2,497 25,531,560

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11,357 168,883,589 11,357 168,883,589

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 160,000 5 160,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 210,000 3 210,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 320,000 2 90,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 169,034 2 105,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 2,424,300 4 262,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 624,168 9 500,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度から返礼品を送ることとしたため、急激に件数と金額が増加した。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

返礼品（特産品）を送ること。ふるさと納税による寄付金を充当する事業を明示していること。市内のイベントや出身
者の集い等でチラシを配布していること。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
放課後児童育
成健全事業

227,928 60,000

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
※　放課後における児童の健全な育成が図られることで、父兄等が安心して雇用に就くことができ、また、雇用時間の限度も拡大し、家庭収入の確保にもつな
がる。

・経済面以外での効果
※　児童の健全な育成、及び、学童保育所設備の充実。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

さらなるふるさと納税の推進に寄与し、制度自体が活発化したため、その点では良き改正であったが、自治体の事
務負担は増加し、寄付者の損得勘定も大きくなったと感じられる。ワンストップ特例制度において、インターネット
ポータルサイトでの特例制度申込みだけでなく、申請書の提出も必要であるということを強調して広報している。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

受入額実績や活用状況について、毎年、市ホームページで公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

地方への活力を生み出し、寄付者にも特典があるなど、メリットは大きいものがありますが、ふるさと納税を行う方々
の一部には、寄付の趣旨から外れた感覚（特産品目当て、損得勘定など）で行っている方もいるように感じ、制度の
適切な運用が求められる。



【以上】

返礼率は特産品と事務経費、人件費等を全て含めても５割未満となっており、各特産品も極めて高価で換金性の
高い物等は元々なかったため、見直しは行っていない。今後も、本市で生産された物を送付することで、本市のＰＲ
と、地域の活性化になるものと考えている。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

本来の「寄付」の趣旨にあった制度設計をお願いします。地域の活性化につながることは大変結構ですが、自治体
としては寄付額を集めることがＰＲになってしまっていることと、寄付者の意識も寄付ではなく、「お得な買い物」に
なっている。非常に残念。

返礼品を送付している。返礼品を送ることで、本市の特産品を全国の人に知ってもらい、本市のＰＲにつなげ、特産
品に関する経済効果や交流人口の増加を見込み、しいては地域の活性化につながるものと考えられるため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

さくらんぼ、桃、ぶどう、ラフランス、りんごなどの果物が主。「果樹王国」を宣言している本市にとっては、果物が最も
本市を知ってもらう効果のあるもののため。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 尾花沢市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

19,158 256,813,033 19,155 256,685,450

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5,571 64,236,100 5,567 64,106,100

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18,210 224,312,668 18,199 223,928,308

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3,830 53,048,981 3,824 52,498,001

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

415 7,025,000 409 5,506,712

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

48 2,175,000 44 1,065,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

34 2,270,000 28 1,096,663

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

28 2,118,800 19 1,734,429

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

41 11,576,178 40 1,576,178

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

当市では、２０年度から積極的にふるさと納税に取り組んできた。制度の浸透により納税額も順調に伸びている。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

③②①

ふるさと納税を財源として実施する事業を具体に明示し、前年度の寄付者に対し報告書を送付し、リピーターの獲
得に務めている。出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別すること
ができない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
市内保育園大
型遊具等整備

5,513 5,512
地域おこし協力
隊受入事業

19,788 19,788

２ ＡＥＤ購入事業 5,084 5,080
元気な地域づく
り事業

7,000 7,000

３
第1回おばね
「絆」駅伝大会
事業

3,000 3,065
小学校管理費
（スノーモービル
購入）

4,850 4,850

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・財源が確保できたため、これまで後回しになっていた子育て支援、安全対策に係る事業が実施できた。

・地域の活性化事業に基金を活用することにより、住民が集い話し合う機会が増え、地域づくりに対する住民の意識が高くなった。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ワンストップ特例制度の創設により市町村の負担が増大している。また、ワンストップ特例制度の事務処理について
確立していないままのスタートで、市町村によって取り扱いが違い、寄附者も混乱しているとおもわれる（受付書の
返送等）。今後は、受付書の返送について、必要な方には返信用封筒を同封してもらった上で対応する。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市のホームページで過去の実績を詳しく公開している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

特産品などを味わってもらい地域を知ってもらう、知ってもらえたら特産品を売り出していく、そして地域のファンを
増やし観光、移住につなげていく。



【以上】

寄付額に応じた返礼品を用意しているが、平成27年４月１日の総務大臣通知等に沿ったものとなっていると考える
ため、特に見直しはしていない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

尾花沢市を全国の人に知っていただく良い機会となっている。今後も制度を継続して欲しい。

市内の方々からの寄附に対しては、制度の趣旨から返礼品は現状では送付しない取り扱いとしている。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

尾花沢の特産品のＰＲにつながるもの。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 南陽市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7,245 119,917,901 7,187 118,417,901

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

251 8,877,000 230 6,962,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

382 14,222,000 340 11,822,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

227 8,688,000 193 7,493,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

151 6,913,000 114 5,968,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

173 6,872,000 130 5,451,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

191 688,000 147 6,099,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

204 6,375,500 ー ー

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

336 8,484,000 ー ー

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ｃ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

特産品の数を増やした

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

スポーツ振興と、文化の保存
伝承、発信事業

森林を保全し、自然豊かな郷
土づくり事業

子育て支援宣都市南陽の子
育て支援

③②①

南陽市の特産品を充実させていく

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ ー ー

２ ー ー

３ ー ー

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

・特例申請の内容を充分に理解していない状況で提出している方が見受けられる。後でトラブルがおきないか不安
である　　　　　　・ワンストップ特例申請書の記入例を同封している

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

ふるさと納税寄附金受付状況をHPに掲載

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

本市の特産品を全国にＰＲする機会としてとらえ、今後の地域活性化に繋げていく。

一般会計に取り込まれており、事業を特定することができないため回答不可。 



【以上】

特になし

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

本市の特産品を全国に知っていただける機会とし返礼品を送っています。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

本市で生産している魅力のある特産品を用意しております。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 山辺町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

614 12,762,000 ○ 605 12,562,000 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,062 10,936,500 ○ 1,046 10,776,500 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,607 16,536,500 ○ 1,562 16,096,500 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,580 16,481,000 ○ 1,565 16,259,000 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

431 4,415,500 ○ 428 4,385,500 ○

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

188 1,970,000 ○ 187 1,960,000 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

151 1,555,000 ○ 150 1,545,000 ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

115 706,000 ○ 115 706,000 ○

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 121,000 ○ 4 71,000 ○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

件数の増加にも表れているように、ふるさと納税に対しての意識・関心が高まっているようである。平成27年度より、
寄付額に応じて選択できる記念品の種類を変え増加したので高額な寄附者も目立つようになった。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

ふるさと納税による寄附金を財源として実施した事業について、町のホームページに公開している。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
消防団士気向
上対策事業

6,350 2,000

２
山辺中学校改
築事業

2,041 2,000

３
商工業海外経
営経済視察研
修事業

1,900 1,900

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・消防団に雨衣を支給することにより、消防団の士気を高め豪雨災害時等により円滑な活動を行うことが期待できる。
・中学校のピアノを購入した。教育活性化の一環となることが期待できる。
・商工業海外経営経済視察研研修を行ったことにより、町の商工業者の人材育成、後継者育成につなげることができた。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

公表を行っている。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。



【以上】

現段階では見直しを行う予定はない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

皇居にも納入しているオリエンタルカーペットで作製した絨毯、山辺町生まれの米で育った舞米豚などを返礼品として用意している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 中山町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

241 2,650,000 241 2,650,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

924 9,346,000 924 9,346,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,099 12,411,000 1,099 12,411,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

874 9,090,000 874 9,090,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

137 1,530,000 137 1,530,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 310,000 13 310,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18 700,000 18 700,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 768,160 8 768,160

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1 40,000 1 40,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

町出身者の集いへのPR。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成23年度に寄附者に対する返礼品を準備した。今年度減少している要因は、返礼品を準備する他市町村が多くなったことなどによると思
われる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

特例控除の上限額引き上げは寄附者、寄附金額の増加につながっている。またワンストップ特例制度は寄附者の
利便性向上に有効な手段だが、当町では利用者はそれほど多くなく、効果は限定的である。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

町HPにて、受け入れ状況を公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

地域振興に効果がある一方、返礼品の競争が過激になっており、本来の寄附のあり方とは趣旨がずれてきているよ
うに感じる。

平成26年度までの寄附金については基金へ積み立てており、まだ具体的な事業に充当していない。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

当町では寄附金額に対して過度な返礼品は準備しておらず、総務大臣通知等を踏まえた見直しは行っていない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

当町では返礼品を準備している。これは寄附金額の増加と、町の産業振興、PR効果を狙っているものである。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町産業の振興を目的とし、町内農産物、製造品を返礼品として準備している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 河北町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4,784 55,240,200 4,754 54,858,200

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

754 10,495,000 746 10,315,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

935 14,272,000 922 13,950,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 1,530,000 4 1,500,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 990,000 4 960,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 1,120,000 5 1,090,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 1,310,000 5 1,250,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 1,370,000 8 1,340,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 845,000 7 815,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

　寄附金の事業分野の指定ができるよう明記している。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

　寄附の返礼品としてさくらんぼを追加したことと、数量を増やしたことにより寄附件数、金額が増加した。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
活力と魅力ある産
業・起業支援事業
費補助金

5,000 2,500
協働のまちづくり活
動事業費補助金 2,000 2,000

２ 多子世帯支援事業 3,822 473 予防事業費 975 975

３ 低所得世帯支援事業 5,110 400
伝統文化等地域活
性化事業費補助金 750 750

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

　ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設により、ふるさと納税が身近になった事が寄附増加の要因になっている
と思う。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

　町広報誌を活用して公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

　ふるさと納税をきっかけに町をPRし、交流人口さらには移住・定住人口の増加に繋げていけたらと良いと考える。

　町広報誌の定期送付希望者が増加（３０人増）した。
　住民、町内事業者、農業生産者など、ふるさと納税に関する取組への関心が高まっており、地域の活性化を期待
する。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

　総務大臣通知等に伴う見直しは必要ではなかったため行っていない。
　今後も、返礼品の取扱いについては、総務大臣通知等を踏まえたうえで、拡充を図っていく

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

　町の特産品を返礼品として送付することで、町のPRに繋がると考えるため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

　果物、米、牛肉など人気・ニーズの高い特産品や、歴史文化的な伝統工芸品

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 西川町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

223 6,390,000 223 6,390,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

24 410,000 24 410,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

85 7,630,000 84 7,530,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

21 1,715,000 21 1,715,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 1,770,000 16 1,770,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

28 2,255,000 21 1,905,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18 1,965,000 18 1,965,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

23 2,369,000 23 2,369,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

25 3,148,360 25 3,148,360

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

町の「まちづくり応援団」の団員に対して、年2回のPRを実施している。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度は5,000,000円寄附の方がいたため。平成27年度は6月から「ふるさとチョイス」における「公金決済機能」を追加したため。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

町の広報誌において受入額実績等について広報している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

制度の活用について、地方創生と合わせて更に拡充を図っていく。

基金としての積立を行っており、現時点では具体的な事業への充当はおこなっておりません。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

町内部の会議で内容・時期・方向性等について、その都度返礼品見直しに係る検討を行っている。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町の特産品各種（月山自然水・地ビール月山など）、町の『水』にこだわった「まちづくり」のPRも兼ねている。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 朝日町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,356 24,713,000 2,356 24,713,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

78 1,992,000 78 1,992,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

183 3,510,000 183 3,510,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

237 2,582,000 237 2,582,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

38 570,000 38 570,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 470,000 16 470,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 305,000 9 305,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 420,000 6 420,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 200,000 3 200,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

パンフレット、段ボール、ガムテープなどにおける統一デザインの導入

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

今年度から件数、金額ともに飛躍的に伸びた。ふるさと納税ポータルサイト「ふるさとチョイス」に登録し、クレジット納付を導入したことが大きい。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

→26年度は実施していない。27年度も実施の予定なし。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

全国的に寄付金額が伸びている大きな理由と考えている。特に工夫している点はない。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

公式HP上で公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

クラウドファウンディング型の取り組みに興味を感じている。使途を明確化・先鋭化し、特定課題の解決のために寄
付金を使っていきたい。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

見直しは特にしていない。今後も予定はない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品を進呈している。全国的な潮流であることが理由。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

りんご、ワイン。いずれも当町の特産品であるため。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 大江町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,005 10,610,000 995 10,420,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

19 632,000 18 582,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

24 802,000 21 672,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 445,000 4 235,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 1,240,000 3 1,110,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 240,000 2 110,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 405,000 4 235,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

19 983,000 13 868,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

25 5,962,000 7 155,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

今年度より、ふるさとチョイスとの連携及びクレジット決済を開始したことにより、申込者の大幅な増加があった。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

町HP、ふるさとチョイスHPより広報を行うとともに、出身者の集いにもパンフレット等を送付している。適切な広報周
知を行い、寄付件数の増加を見込むためにおこなっている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
防犯灯LED更
新工事

12,139,200 4,188,000

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

町内の防犯灯を環境負荷の少ないLED照明に更新したものである。町内の防犯、安全性を維持向上しながら、省
エネルギー化を進めることができ、小学生～高校生の通学路の安全性の確保につながるものである。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

税制改正により、寄附者の増加が見込まれるため、積極的にふるさと納税を推進している自治体にはとっては好影
響を与えており、今後もニーズに対応できるよう業務効率化など運用の見直しを行う必要がある。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

町のHPに受入額実績を掲載している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

地域経済の活性化につながる事業として、期待できるとともに、町の特産品を県外にPRできるため農作物などの新
品種の広報手段の一つとしても活用していきたい。



【以上】

過度な返礼品を設定していないので見直しは行っていないが、今後の寄附件数の増加を見込み、新たな返礼品の
設定を行っていきたい。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

食品関係を中心に返礼品を送付している。理由としては返礼品の送付を望む声が多く、税制改正に合わせ返礼品
を設定した。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

主に果樹（さくらんぼ、すもも、桃、りんご、ラフランス）、米、地鶏などの食品関係や町内施設の利用券など。農業
が、町の基幹産業であるため、寄付者に対しても質の高い返礼品を提供できるため。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 大石田町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,586 27,045,001 1,586 27,045,001

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

185 4,495,000 185 4,495,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

250 7,650,000 250 7,650,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 1,220,000 5 1,220,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 1,230,000 7 1,230,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 1,240,000 6 1,240,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 1,140,000 5 1,140,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 2,480,000 9 2,480,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

22 485,000 22 485,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

制度についての周知が進んだことや、返礼品の充実を行ったためと考えられる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくださ
い。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

①寄附金の使途を選択できるようにしている。・・・寄附者の思いが反映されるまちづくりを推進するため。②首都圏
における本町出身者による集いの際などPR活動を行っている。・・・寄附を考えてはいるが、制度について詳しく知
らないため寄付をしなかったという方も一定数いたため。③インターネットサイト「ふるさとチョイス」への掲載や、クレ
ジットカード決済への対応等、利用者が寄附をしやすい環境づくりを実施している。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ ※これまで寄附金はすべて基金積立てとして運用しており、時宜を得て有効に使途させていただくことにしております。

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ふるさと納税の利用促進を後押しする良い改正だと考えている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ以
外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

定期的に広報誌へ寄付金額や活用状況、返礼品の紹介などを掲載している。また、今年から寄附について公表を
希望された方に関しては、年明け以降に町HPへ氏名の掲載を行う予定である。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

特産品のＰＲや販売促進につなげていくことはもちろん、ふるさと納税を活用した町内各地区版の「クラウドファン
ディング制度」を検討し、地域の活性化を図りたい。



【以上】

具体的に時期は決めていないが、返礼率等について見直しを行う予定である。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

特になし。

特産品のアピールを出来る絶好の機会と考えており、これをきっかけにして特産品の良さを知ってもらい、特産品の
消費拡大を促進するため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

手打ちそば、お米、さくらんぼ、漬物、お菓子、自然薯等・・・当町特産品で自信を持って進められるものであり、県
内に止まらず県外においても品質の良さを知ってもらいたいため。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 金山町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4,803 51,263,101 - -

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,084 23,764,001 - -

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6,053 66,272,882 - -

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3,015 35,775,501 3,003 34,255,501

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

731 40,773,500 714 40,491,500

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

324 6,540,000 312 6,213,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

321 69,131,000 319 5,913,100

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

160 3,109,500 160 3,109,500

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

94 3,541,000 94 3,541,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

寄附の充当事業について報告を行っている
東京金山会など、金山出身者が集う場でのPRを行っている

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
ドイツ研修及び金
山職人技術研修 3,925 3,925

経済活性化農業用
施設等整備補助金 14,116 14,000

２ 健康づくり推進事業 5,154 3,920
ホットハウスカムロ施
設管理委託料 19,000 10,000

３
町制90周年記念事
業国旗贈呈事業 2,336 2,336

街角交流施設等指
定管理料 8,400 6,600

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

【ドイツ研修及び金山職人技術研修】
ドイツ研修（７泊８日）を行い、町内各団体より８名が参加した
町づくりへ共通意識を高めることができた
金山職人技術研修についても25名が参加して事業実施を行った
宮大工の現場視察を行い、技術の継承や意識向上につながった

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ワンストップ特例について制度内容を理解していない方が多くみられるため、制度の周知を徹底していただきたい

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

町HPにて実績と寄附金の事業充当についての報告を行っている

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税の本来の趣旨に沿って、町に関連する特産品をお礼として設定することで、町の産業振興及びPRに
つなげたいと考る



【以上】

これまでもふるさと納税の趣旨に沿った対応を行ってきているので、特に見直す必要などはなかったと考える

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

町の産業振興及びPRにつながると考える

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

お米、豚肉、お酒、地域通貨、ホテル宿泊券、木工製品など

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 最上町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18,169 203,122,335 18,169 203,122,335

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9,153 115,612,901 9,153 115,612,901

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

20,019 240,224,755 20,019 240,224,755

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3,818 42,563,102 3,818 42,563,102

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 640,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

0

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

0

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

0

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

0

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税ポータルサイト「ふるさとチョイス」への参画、お礼品の増加・改定

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

お礼品の選択肢を増やす、定期的にキャンペーンとして重点的にPRを実施

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

事務量が大幅に増加し対応に苦慮している。また、今後の市町村間のやり取りについて、流れなど情報提供がなく
不安を感じている

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

行っていない。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

当町について言えば寄附額も年々増加し財源としての期待も高いが、安定的なものとしては期待できないとの指摘
も町議会等でも挙がっており、位置づけが不確定な部分が多々あり地方創生にどのように接続できるかについても
議論が深まっていない。

基金に積み立てを行っており、現時点では充当している事業はない。 



【以上】

行っていない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

町のPRや産業振興などに資する面が多であり町としても積極的に取り組むこととしている。一方で寄付者の対応等
する中で寄付の動機を推察すると税控除と特産品を目当てにした「ショッピング」の方が大半であり、必ずしも「ふる
さとを応援する」という寄附ではないのが現状であるように思う。そのような「ショッピング」を行政として取り組むべき
かについては少なからす疑問を感じる。

町の特産品のPR効果、産業振興への好影響を考慮し、お礼品を送付している

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町の農産品を主軸に、町の特産に限定して用意している

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 舟形町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8,789 212,450,510 8,789 212,450,510

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

159 2,406,000 159 2,406,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8,042 184,309,001 8,040 185,774,001

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

59 2,396,000 56 1,741,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

63 2,748,000 63 2,748,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

71 2,979,000 68 2,968,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

69 2,928,000 67 2,926,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

69 2,461,000 65 2,456,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

121 5,628,000 121 5,628,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

出身者の集いなどでPRしている

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ リサイクル推進事業 8,808 725 保育所事業 109,451 26,000

２ 保育所事業 89,994 502 小学校管理事業 40,867 21,000

３ 健康増進事業 20,085 399 中学校管理事業 43,536 11,000

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

主に子育て環境、町民の健康増進に関する事業の充実が図られている。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

今年の確定申告の際、順番待ちで時間がかかったという声をきいているので、ワンストップ特例の制度により寄付者
への負担は軽減されていると考えているが、自治体側の事務量が増え、ミスが起きないか不安に感じる。
また、各自治体の税務担当への発送事務が適切に行えるかも不安に感じる。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

町報や前年度の寄付者に郵送にてお知らせしている

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

現在、当町に縁もゆかりもない方からの寄付もいただいているため、寄付者とのつながりを大切にし、交流人口の拡
大、さらには移住・定住に繋げていけるのではないかと考えている。



【以上】

通知を踏まえ、表示方法の見直しを行った。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

当町の特産品を送付することによって、さらに当町に興味を持っていただけるのではないか。そこから実際に当町に
足を運んでもらえるきっかけになるのではないかと考えている。
また、特産品を購入することにより、商店などの活性化、6次産業の推進にも繋がるのではないかと考えている。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

返礼品：農産物を中心に返礼品を用意している。
選定方法：当町の特産品が主に農産物であるため。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 真室川町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3,914 39,847,212 3,914 39,847,212

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,994 20,559,401 1,994 20,559,401

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7,574 77,473,513 7,574 77,473,513

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

756 8,228,600 ○ 756 8,228,600 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

42 1,431,090 ○ 42 1,431,090 ○

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

26 654,788 ○ 26 654,788 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

27 565,790 ○ 27 565,790 ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

20 544,073 ○ 20 544,073 ○

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

26 733,242 ○ 26 733,242 ○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に寄付金額別にお礼の品を充実させた。平成26年度には、ウェブサイトからの申込及びクレジットカー
ド決済を導入した。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
学習指導員・支
援員配置

18,002 14,333
学習指導員・支
援員配置

18,006 15,800

２
環境王国推進
事業

12,869 10,227
環境王国推進
事業

12,617 11,100

３
真室川ブランド
PR事業

2,823 2,247
地域づくり活動
支援事業

3,750 3,300

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

①学習指導員・支援員配置：学力向上や児童生徒に対する生活指導など
②環境王国推進事業：広く町民から環境保全に関心を持ってもらう
③真室川ブランドPR事業：地域資源を活用した新規特産品の開発と販路拡大による町のイメージアップ
④地域づくり活動支援事業：町民の自発的・自立的な地域活動を助長しコミュニティ活動の活性化

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

制度やそれに伴う手続きが浸透していないと感じる。
どういう場合に対象になるか、どのように記入したらよいかなど寄付者にわかりやすいよう記載例を作成・送付してい
る。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

実績については町ホームページで公表。
活用状況については非公表。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

予算の関係で実施できていない事業や小規模での実施にとどまっている事業等の財源として活用したい。
また、町内の産品を返礼品とすることで、消費の拡大にもつなげていきたい。



【以上】

高額品や換金性の高いものは元から取り扱っていない。また、価格の表示等も行っていない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品送付あり。
町内の産品を返礼品とすることで、消費拡大につなげるため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町内産の米、菓子、加工品など

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県  市区町村名 大蔵村

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

126 2,713,000 126 2,713,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

282 5,973,000 282 5,973,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

471 9,375,000 471 9,375,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 1,683,000 13 1,683,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 1,410,000 11 1,410,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 1,370,000 11 1,370,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 345,000 9 345,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 376,200 11 376,200

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 260,000 8 260,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

ふるさと納税を財源とする事業分野の明記。ＨＰ、専用ポータルサイトとの連携による周知。出身者の集い、県外で
のイベント等の機会を捉えたＰＲ。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年6月よりお礼品を選べるようにし、ポータルサイトを使ってＰＲした結果、平成25年度以前より大幅に増えた
と思われる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
園芸産地拡大
支援事業

35,000 2,900

２
スクールバス運
行事業

22,000 1,000

３ 村営学習塾 2,500 700

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ふるさと納税を担当している企画政策部署から言えば、制度自体の事務手続きの把握がまだできておらず、事務量
の増による不安はある。しかし、利用者から見れば便利な制度になるので、しっかりと周知している。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

行っている。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

自治体による財源確保手段としてのみならず、使途を選んで寄附を行うことによる住民参加型の政策の推進、お礼
品として自治体の特産品を広くＰＲする機会とすることで、販路の拡大や受注の増による経済効果などが期待でき
る。本来の趣旨に基づきながらも、自治体の特徴を最も活かすことができる制度であると考える。

基金に積立て、翌年度の事業に充当させる計画
である。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

内容や相当金額等についてはその都度議論しているが、現状のままと考える。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

大蔵村の特産品のＰＲや、大蔵村に来ていただける絶好の機会につなげるため、返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

実際に足を運んでもらうことを期待した肘折温泉郷旅館に宿泊の際に利用いただける宿泊補助商品券や、棚田保
存の資金に活用するための棚田米、販路の拡大につなげたい特産加工品。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 鮭川村

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,001 43,880,500 1,001 43,880,500

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

440 12,120,000 440 12,120,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

717 26,305,000 717 26,305,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 1,692,000 9 1,692,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 1,695,000 7 1,695,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 1,775,000 6 1,775,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 1,250,000 5 1,250,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4 200,000 4 200,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 105,000 3 105,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

地域振興教育や子育て自然環境の保全

③②①

地域に関係性が高い方にPRできるよう、出身者の集いや交流都市のイベント参加時に資料配布等を行っていま
す。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

26年度については、返礼品の拡充やふるさと納税ポータルサイトへの掲載等を行ったため、27年度については、ク
レジットカード決済の導入及び控除額の引き上げにより増加していると考えられる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ワンストップ特例制度の創設等については、寄附者の利便性が向上したと前向きにとらえています。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

広報媒体において、受入実績額の公表や寄附者の声を紹介しています。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

使用使途の明確化等、返礼品以外の面でも寄附者への情報提供を行っていきたいと考えています。

基金としての積立を行っており、現時点では具体的な事業への充当はおこなっておりません。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

ふるさと納税の主旨を逸脱した返礼品は送付していないため、見直しは行っておりません。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

鮭川村とその特産品の知名度向上のため、返礼品を送付しています。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

鮭の新切り（鮭の寒風干し）や食用ほおずき、その他加工品等を用意しています。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 戸沢村

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

122 1,262,000 122 1,262,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

56 580,000 56 580,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

122 1,550,000 122 1,550,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

21 228,000 21 228,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 105,000 5 105,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 2,190,000 7 2,190,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 2,683,000 7 2,683,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 1,250,000 2 1,250,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

0 0 0 0

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ｃ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

H26年度からの増は返礼品の拡充によるものと思われる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

福祉事業まちづくり事業子ども支援事業

③②①

村ＨＰの定期的な更新

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ワンストップ制度、納税者への周知が足りないと思われる。控除される仕組み、対象などをわかり易く説明できる資
料があればよい。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

団体ＨＰ、外部ふるさと納税ＨＰ活用、公表はしていない、理由は特になし

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

一時的な流行のような状態であると思われる。その中で各自治体の特徴を納税者にアピールできれば、交流人口
の増加などにつながるものと思う。

寄附者から寄附金の使途を指定してもらっているが、財政上は、一般

財源として他の歳入とあわせて経理しているため、ふるさと納税を充当



【以上】

見直しは定期的に行う予定。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

送付している。特産品のＰＲにもなるため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

エゴマ商品、米など。村の特産品であることから。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 高畠町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

30 1,425,082 30 1,425,082

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 674,000 9 674,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

20 976,000 18 956,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 1,025,000 11 1,005,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 490,100 5 440,100

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 334,000 4 234,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 655,000 5 585,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4 330,000 3 260,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 360,000 6 320,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成２５年度以降より増加しており、全国的なふるさと納税に対する関心の高まりを受けていると考えられる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ワンストップ特例が適用される納税者がどれだけいるのかが未知数の為、運用に際して特段工夫はない。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

町報「広報たかはた」にて、各年度の受入実績額を掲載し公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

都市部へのカネの流れだけでなく、ご当地の返礼品等を通じたPR等による交流人口の増加といったヒトの流れを生
み出すために有用な制度であると考える。

※一般会計に取り込まれており、事業を特定することができないため回答不可。 



【以上】

２７年度中に返礼品の充実、ポータルサイトへの掲載等を予定

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品の送付：あり
理由：納付者に対しする謝意の表明と高畠町のＰＲのため

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町の特産品及びマスコットキャラクターグッズ等

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 川西町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

125 1,975,000 125 1,975,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

318 3,892,000 318 3,892,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

541 6,619,000 539 6,579,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

185 2,328,346 185 2,328,346

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 746,000 16 746,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 860,000 8 860,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 245,000 11 245,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 285,000 10 285,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 160,000 5 160,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度にお礼の品として町の特産品を寄附者に送付するようになったこと、
ふるさと納税がテレビやＳＮＳ等のメディアで大々的に報じられたことによると考えられます。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

寄附金の使途を指定できることも、ふるさと納税の特徴であるため、寄附金が活用される事業例を町のホームページで
公開しています。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 川西夏まつり実施 4,400 1,000 地域子育て支援 15,613 1,730

２ パークゴルフ場整備 4,105 1,000 交流基盤確立 12,036 1,100

３ ダリヤ園宣伝 7,604 520 全国川西会議交流 724 700

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
　平成26年度のダリヤ園の入場者数は53,000人ほどで、約19,207,000円の入園チケット売り上げがありました。

・経済面以外での効果
　平成26年度の川西夏まつりの来場者数は約4,000人でした。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

寄附者にとっては、申告時等で簡素化する制度であり、広めていくべきだと思っています。
運用については、ホームページ等で申込み時に選択できるようにしています。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

寄附金充当事業については、ホームページで公表しています。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

一般財源の確保という意味からも貴重な財源だと思っています。また、地元商店街の活性化にも一翼を担う制度だとも思うの
で、さらに地元商品の品数を増やしていきたいと考えています。ただ返礼品が過度にならないようにしていきたいと思っていま
す。



【以上】

平成27年1月に返礼品をリニューアルしました。方向性について大きな変更はありませんが、返礼品のラインアップ
が増えました。今後も返礼品について定期的に見直す予定です。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

寄附者に対してお礼の品として、町の特産品を送付しています。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

米沢牛や杵つきもちなどを用意しています。町内の事業者に対して、ふるさと川西を懐かしんでいただけるもの、町
のＰＲにつながるものを募り、選考しました。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 小国町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

294 5,093,000 294 5,093,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 105,000 6 105,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

19 430,000 19 430,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 340,000 12 340,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 730,000 12 730,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 420,000 8 420,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 465,000 11 465,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

19 620,000 19 620,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

15 1,570,000 15 1,570,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

返礼品の設定

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

寄附の使途をまちづくりの基本方針に沿った分野として提示し、寄附者の意向がまちづくりに反映されるものとして
いる。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
※　○○円の経済効果があった等、雇用創出効果（○○人の雇用に繋がった等）など

・経済面以外での効果

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

寄附者の利便性を高めるものとして考えられることから、町HPからも申請書様式を取得できるようにし、さらなる制度
の活用を図っている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

町HPでの公表を行っているが、寄附は決算上は一般財源として取り扱っており、個別の事業への充当実績等の詳
細は公表していない。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税を原資とする基金の創設を検討するとともに、寄附者が直接地域を訪れる機会を創出する等、寄附の
効果を地域に波及させる事業展開を検討していきたい。

ふるさと納税に係る寄附金を特定の事業に充当を行っているのではなく、分

野ごとに振り分けているため、記載が困難。 



【以上】

当初より高額の品や換金性の高い品物は設定せず、制度の趣旨を踏まえた運用を行っており、今後ともこの方針を
維持する。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品を送付しており、寄附額の増加、町のPR及び地域経済への波及効果等を期待するものである。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町のPRや地域経済への効果を期待するため、町の特産品や地酒、ブランド牛肉等を用意している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 白鷹町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,941 20,863,000 1,941 20,863,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,507 16,323,800 1,507 16,323,800

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,775 30,498,800 2,775 30,498,800

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,637 19,597,302 1,637 19,597,302

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

994 12,122,000 ○ 994 12,122,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

542 8,378,500 ○ 542 8,378,500

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

576 6,581,000 ○ 576 6,581,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

290 3,876,000 ○ 289 3,866,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

187 4,433,500 ○ 187 4,433,500

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

特産品数の増加。ふるさと納税が周知されたため。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

ふるさとチョイスなどを利用したPR。クレジットカード払い導入による手続きの簡素化。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
デスティネーション
キャンペーン事業 2,140 2,000

荒砥高等学校
活性化事業 6,300 6,000

２ 町史編さん事業 10,820 2,000
白鷹高等専修学校
応援事業 3,800 3,800

３
荒砥高等学校
活性化事業 5,500 1,500

日本の紅をつくる町推
進事業 2,500 2,000

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

町内高校の入学生の確保

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

より、ふるさと納税がしやすくなる。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

行っている

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

町を知るきっかけ、興味を持ってもらうきっかけとなる。



【以上】

行っていない。現在見直しを行う予定はない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

町産品のPRのため、返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町内で生産されているさ特産品。米沢牛、ラ・フランス、やまがた地鶏、町史　他。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 飯豊町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4,068 58,531,800 4,068 58,531,800

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3,096 40,696,500 3,096 40,696,500

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7,534 104,075,310 7,534 104,075,310

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,594 16,583,000 1,594 16,583,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 380,000 14 380,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 165,000 9 165,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 170,000 7 170,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 270,000 9 270,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 410,000 10 410,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

特産品の送付

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

東京飯豊会へのＰＲ、

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

寄附金の使途について適正な処理を行うため、平成26年度より基金を設置した。（平成27年度事業に充当する予
定。）

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ワンストップ特例制度については対応に苦慮している。確定申告を要しない給与所得者等については、年末調整
での手続きが可能なようにするなど、寄附者が責任を持って税申告する仕組みに改正されたい。（現制度では、申
請書の様式が難解であり、寄附者が制度を充分に理解しないまま申請しているケースが多数見受けられる。また、
郵送でのやりとりは手続きが煩雑であり、かつ申請後の住所変更もあり、一度の申請で手続きが完了しないなどワン
ストップとは言い難い現状である。寄附金受領証明書を寄附者が直接に居住自治体へ提出する方法への変更、も
しくは、申請によらず寄附を受けた自治体が寄附者情報を一括して寄附者の居住自治体へデータで通知できる仕
組みなど、制度の在り方について再考ください。）

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

町のホームページにより寄附総額及び件数と、指定いただいた使途区分ごとの寄附額を掲載している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

　地方創生に向け、より具体的な使途や事業を明示し、町が抱える課題に財源充当していく。また、返礼品の送付
により、地元企業の育成と地域経済活性化を図る。



【以上】

見直しは行っていない。通知等により、明確な基準が示されない限りは今後も見直しを行う予定はない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

55号の7様式を郵送により寄附者居住自治体に送付するため、全国の市区町村所在地、担当部署の一覧を提供さ
れたい。

地域経済の活性化を目的として特産品を返礼として送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

米沢牛、グリーンアスパラガス、水、米　ほか。町の特産品として町内外にＰＲできる品であり、かつ配送が可能で、
供給量が一定程度見込めるもの。（公募により町内業者より提案のあった商品）

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 三川町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13,479 158,803,609 ○ 13,479 158,803,609 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5,798 70,118,912 ○ 5,798 70,118,912 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13,868 163,321,312 ○ 13,868 163,321,312 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

35 775,000 ○ 35 775,000 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

27 622,000 ○ 27 622,000 ○

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 369,872 ○ 16 369,872 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

27 615,000 ○ 27 615,000 ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

30 623,721 ○ 30 623,721 ○

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

19 478,000 ○ 19 478,000 ○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度より返礼品の見直しを行い、ウェブサイトへの掲載をしたことにより、寄附金額が増額した。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

ウェブサイトを利用していることや、出身者の集い等の機会にPRしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ なし 瑞穂の郷づくり事業 10,520 10,500

２ いろり火の里整備事業 20,500 1,500

３ 芸術文化祭事業 3,211 1,200

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

「瑞穂の郷づくり事業」・・ふるさと納税の特産品である米の品質向上が期待される
「いろり火の里整備事業」・・拠点であるいろり火の里を整備することにより、更なる集客が期待される
「芸術文化祭事業」・・講演会等開催し、町民の芸術に対する意識を高め心豊かなまちづくりが期待される。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

特例控除の上限額の引き上げについては、寄附を受ける側としてはありがたいと思う。
ワンストップ制度については本人の利便性から考えた場合と、寄附金額を伸ばしていく観点からすれば良いことだと考えられる
が、業務的な観点から見た場合、申告が漏れてしまった時の責任が自治体にかかってくることから業務の確実さが求められる。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

ふるさと納税の活用状況についてはチラシを作成し、寄附してくださった方々に送付している。年度の実績につい
ては広報でお知らせしている。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

まず第一にふるさと納税により「三川町」の名前を知っていただく。第二に「三川町の特産品」を選んでいただく。第三に「三川
町に来ていただく」第四に「三川町に暮らしてみたくなる」第五に「三川町の住民と交流ができるようになる」まで展開できるよう
な政策を考えていきたい



【以上】

毎年、年度初めに特産品の見直しを行う。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

調査物を減らしてもらいたい。

返礼品を送付している。
寄付額を伸ばすため。地元の特産品のPRに繋げるため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

米・メロン・枝豆・麦茶・麺類　　　　町の特産品である。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 庄内町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11,860 170,233,600 ○ 11,860 170,233,600 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,659 44,120,000 ○ 2,659 44,120,000 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7,991 120,116,802 ○ 7,991 120,116,802 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,562 20,143,000 ○ 1,562 20,143,000 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

276 3,036,010 ○ 276 3,036,010 ○

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

97 2,471,564 ○ 97 2,471,564 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

20 1,425,000 ○ 20 1,425,000 ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

21 1,242,135 ○ 21 1,242,135 ○

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

20 1,145,617 ○ 20 1,145,617 ○

○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

ポータルサイト等によるPR、雑誌掲載等。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税制度が全国的に認知されてきた事、それに伴う返礼品等の魅力アップにより寄附件数が増加した。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

寄附受領自治体の事務量は増加するが、寄附者にとっては手続きの簡素化で寄附増加につながっている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

行っている。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

クラウドファンディングや特産品流通の拡大など、各自治体ごとに、特色を持った制度活用。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

※一般会計に取り込まれており、事業を特定することができないため回答



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

見直しを行った。（表記方法：価格、還元率などを明記しない。）

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品を送っている。寄附増加には欠かせないものとなっている。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

米、豚肉等々町の特産品

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 山形県 市区町村名 遊佐町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,149 34,217,000 ○ － － ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

410 5,940,000 ○ － － ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

944 12,716,000 ○ － － ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

22 2,560,000 ○ － － ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 1,180,000 ○ － － ○

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果として、
ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を区
別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 1,650,000 ○ － － ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 1,315,000 ○ － － ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 815,000 ○ － － ○

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

27 1,015,000 ○ － － ○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

より広く寄付金を募るため、インターネットからの申し込みを行っている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成２６年度より、寄付金額に応じて返礼品を選択できるよう制度改正を行った。また、返礼品数及びその種類を拡
充した。
平成２７年度においては、６月よりインターネットからの申し込みを開始している。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
遊佐町合併60周年記
念事業 7,682 4,000

松くい虫被害木伐倒処
理委託料 28,105 4,000

２ 遊佐高就学支援事業 1,430 1,000
遊佐高就学支援事業
負担金 4,033 2,290

３
鳥海山観光トイレ管理
費 12,340 1,063

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

特になし

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容については現在公表していない。
今後公表するよう検討していく。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

雇用創出効果や人的交流の増加など、様々な効果が期待できる制度として、まずは寄付件数及び寄付金額を増加
させる取り組みを進めていきたい。

事業の実施が生んだ効果については、現在確認できていない。
期待する効果については、経済面での効果として、返礼品を取り扱う事業所における雇用創出効果が挙げられる。また、経済面以外での効果として、町の魅
力を発信することによる人的交流の増加が挙げられる。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

見直しは行っていない。また、行う予定もない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

ふるさと納税について、当該寄附金が経済的利益の無償の供与であることを踏まえ、過度な返礼品の送付及びそ
のためのサービスが行われることがないよう、引き続き適切な支援・助言を行っていただきたい。

ふるさと納税を行った方に対するお礼の品として、返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町の魅力を発信できるようなものとして、米やメロン、庄内柿などの特産品を幅広く用意している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。
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